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 緒  言 

 本年度は，出生前診断技術に関わる法的・倫理的問題

の研究を行った。対象とした検査方法は，主として，母

体血清マーカー検査と着床前診断（受精卵診断）であっ

た。また，別に，米国における wrongful birth訴訟の最

近の傾向を概観した。なお，以下の報告は，集中的に研

究した母体血清マーカー検査に関するものに限ってい

る。 

 

 方  法 

 出生前診断の問題について造詣の深い法学者，生命倫

理学者，心理学者を研究協力者に依頼し，問題を討議す

るとともに，出生前診断の専門家に講義を依頼した。研

究会は5回開き，第2回研究会（12月3日）には鈴森薫教

授，第3回研究会（1月30日）には佐藤孝道医師，第4回

研究会（2月17日）には長谷川知子医師の講義を聴いた。

また，1月13日には，第5回遺伝子診療セミナー（於京都

大学，講師＝鈴森薫，飯沼和三，佐藤孝道，松田一郎），

1月16～17日には，平成10年度遺伝相談医師再教育研修

会（於東京国際フォーラム，講師＝佐藤孝道，福永一郎，

坂井律子，長谷川知子，巽純子）に参加した。 

 

 結  論 

 母体血清マーカー検査は，（ダウン症を念頭におく

と）これまで出生前診断の方法として用いられてきた羊

水検査の適応が主として妊婦の年齢（35歳以上）で決め

られていた半面，ダウン症児の70％は35歳未満の妊婦か

ら生まれており，その検出率が低いことに照らして，ダ

ウン症胎児懐胎の可能性との対応度がより高い検査の

実施によって羊水検査適応を決めることにより，ダウン

症児検出の程度を高めることを狙ったものといえる。本

検査では，胎児がダウン症である可能性が約300分の1

以上あれば羊水検査適応とされる。 

 本検査においては，ダウン症児が生まれる確率が具体

的に示され，妊婦の側に不安を惹起するおそれが低くな

いこと，その不安を解消するためには，羊水検査を受け

るしかないこと，少ないながら，ダウン症胎児を懐胎し

ている場合でも羊水検査の適応でないといういわゆる

偽陰性の判定がでる場合があること，などの本検査自体

に伴う問題点があるほか，胎児に重度の障害があること

を理由として中絶をすることが母体保護法上，あるいは

刑法上許されるかについて論議があり，また，かりに胎

児の障害を理由とする中絶が適法となる場合があるこ

とが認められるとしても，ダウン症が中絶の理由となる

ような重度の障害といえるかに関して争いがあること，

さらには，本検査の実施・説明の是非について専門家の

間でも意見がまとまっていないこと，にかんがみると，

本検査は医師がその実施・説明を義務づけられる水準的

医療に含まれるものとはいえないと考えられる。 

 この検査の実施およびそれに関する説明について，平

成10年12月に公表された厚生科学審議会先端医療技術

評価部会出生前診断に関する専門委員会の「母体血清マ

ーカー検査に関する見解（報告）（案）」では，「この

検査は、医師が妊婦に対してその存在を積極的に知らせ

る必要はなく、検査を受けることを勧めるべきでもな

い」，「妊婦及びその配偶者に対して母体血清マーカー

検査について知らせたり、検査を受けるように勧めるべ

きではない」とされている。上記のような本検査に付随

する問題点と出生前診断における非指示の原則に照ら

すと，「検査を受けるように勧めるべきではない」とい

う部分については問題がないように思われる。 

 説明に関しては，妊婦の知らされる利益を保護する側

面と，妊婦が不当に不安にさらされることがないように

配慮する側面が考慮され，さらには医師の説明が妊婦に

及ぼす影響の大きさに留意されなければならない。また，

医師が，各自その信念に反する医療を義務づけられるこ

とも可及的に回避する必要がある。このような諸点を配

慮すると，妊婦から聞かれない場合に医師の取るべき態

度に関する指針として，次のような選択肢が考えられる。

①説明すべきではない，②説明しないことが望ましい，

③説明する必要・義務はない，④説明する義務はなく，

説明をするかしないかは個々の医師の判断，⑤説明をす

ることが望ましい，⑥必ず説明すべきである。本研究班

では，意見は統一できず②③④の範囲で意見が分かれた

が，その範囲内でなければならないという点での意見の

一致はみられた。 
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１） そのようにカットオフ値が定められたのは，これ

まで羊水検査適応の高齢妊娠は35歳以上とされており，

その場合のダウン症児懐胎の可能性が約300分の1であ

ること，羊水検査による流産発生の危険率が0.3％であ

り，ダウン症児懐胎の可能性が羊水検査の危険率を上廻

ったときに羊水検査適応とすることが妥当と考えられ

ること，によっている。 

 


